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4. 松山市の地域経済及び地域産業の現状と課題 

(1)  商工業関係 

先の「松山市の地域経済及び地域産業の現状について」でも述べたように、松山市では

従業者数 300 人未満の事業所が全体の約 99％、従業者数 300 人未満の事業所の従業者が

市内全従業者の約 89％であり、事業所のほとんどが中小企業である。したがって、松山市

の中小企業は、地域の雇用を確保・拡大し、市民生活を向上させる地域経済の振興・活性

化のための重要な担い手である。しかしながら、経済活動の国際化、少子高齢化の急速な

進行により経済的・社会的環境が大きく変化する中、中小企業の多くは、経営資金の調達、

人材の確保、新たな設備投資、販路の拡大などの様々な領域において厳しい状況に置かれ

ている。 

そこで松山市では中小企業を重要な地域経済の要とし、その振興を積極的に進めるため、

平成 26 年４月１日に中小企業振興に関する基本理念などを定めた「松山市中小企業振興

基本条例（以下「条例」という。）」を施行した。松山市では条例の実効性を担保するた

め、その基本方針に基づき市の中小企業を総合的かつ戦略的に行うための目標・施策等を

定めた「松山市中小企業振興計画（以下「計画」という。）」を策定し、計画に基づく施

策の展開によって、地域経済の活性化を促進させていっている。 

この計画では、「創業・経営基盤の強化」、「人材の確保・育成」、「受注・販路の拡

大」とこれらを進めるための「推進組織の設置・支援拠点の整備」の４つを施策の柱と位

置づけた。特に新ビジネスの創出や経営資金の調達、従業者の育成、雇用の確保・維持、

女性の活躍支援の分野は、中小企業振興の重要な施策と考えており、本計画に基づき、関

連する各種制度の拡充及び創設に積極的に取り組むことで、雇用の受け皿である中小企業

の経営基盤を強化し、若者だけでなく女性やシニア層に対する雇用の創出及び拡大に繋げ

たいと考えている。 

また、本計画に基づいて実施する個別具体的な各種支援事業は、支援団体等の関係機関

だけでなく、本市の外部推進組織である「中小企業振興円卓会議」の運用・連携を強化し

ていくことによって、計画的に各種事業を展開していくとともに、必要に応じ、本計画内

容を見直すことで、より地域の実情に応じた中小企業及び従業者の支援策に取り組んでい

く方針である。 

松山市の中小企業を取り巻く現状・課題を整理すると、次の 8 つに集約される。 

①創業の促進 

②中小企業の経営基盤強化 

③人材の確保 

④経営者・従業者の育成 

⑤高齢者の就労促進 

⑥女性の就労促進 
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⑦販路の開拓 

⑧付加価値の高い商品・サービスづくり 

以上の中小企業を取り巻く現状・課題について簡単に説明すると以下のようになる。 

① 創業の促進 

創業を検討するに当たっての悩み・課題の中で最も大きなものは「開業資金の準備」

であるが、その他にも、「協力企業・提携企業の開拓」、「人材確保・育成」、「仕

入先や販売先の確保」、さらには創業時に求められる各種の知識の習得や情報の収集

に悩む創業者が多い。こうした課題を克服して創業を後押しするためには、創業資金

の提供や各種相談に対応する体制の整備が必要となる。 

また、ベンチャー企業は、創業後にいわゆる「死の谷」と呼ばれる危機を迎え、事

業継続が困難となるケースが多いとされている。創業後の事業継続の難しさが指摘さ

れていることから、創業者の発掘から成長までの支援、特に廃業リスクの大きい創業

期に重点を置いた、資金・経営の両面から支援が必要となる。 

一方、一般創業だけでなく、多様化する社会課題の解決や雇用の機会を創出するソ

ーシャルビジネスの担い手に対する支援も必要となってきている。 

② 中小企業の経営基盤強化 

松山市では業種全般を通じて、「売上の停滞・減少」、「人手不足」、「同業者間

の競争の激化」、「社員の高齢化」を経営課題とする市内中小企業が多い。採用難に

よる「人手不足」や「社員の高齢化」は、人件費の高騰をもたらし収益悪化にもつな

がることから、市内中小企業における緊急性の高い課題となっている。 

また、今後の設備投資で、多くの企業が「車両等の更新・購入予定がある」、「機

械設備の購入・更新予定がある」としており、資金融資制度などの企業の設備投資を

促進する支援策も必要となっている。 

一方、市内総生産に占める割合が高い商業及びサービス業が集積する中心市街地の

商店街で、空き店舗が増加してきている。来街者等へのニーズ調査による実態把握を

踏まえて、商店街の魅力向上や賑わい創出に向けて事業者が実施する事業を支援する

とともに、空き店舗への事業者の出店を促進することが求められている。 

③ 人材の確保 

松山市内中小企業にとって、人材の確保が経営上の最大の課題となっており、多く

の企業が「新規採用者に対する賃金助成」、「雇用者・研修に対する助成」への支援

を松山市に期待している。こうしたことからも、若年者層の早期離職や特定分野での

求人・求職のミスマッチ等を解消するなど、中小企業と求職者相互への支援によって、

市内中小企業の人材確保を進めることが必要である。 

また、企業側の採用活動の進め方や採用される若者のキャリア教育などの様々な問

題や関係機関や学校と連携した取組の強化や市内中小企業の認知度の向上などの課

題が指摘されており、市内中小企業への就職を促進するためには、企業の情報発信方

法の改善や行政や関係機関による企業情報発信の支援が求められている。 
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④ 経営者・従業者の育成 

松山市の中小企業では、後継者が決まっている企業は 4 割程度にとどまっており、

後継者や事業承継に不安を抱える中小企業が多い。一方、増収増益の事業所では「技

術・精度・品質」、「営業力・交渉力」、「経営理念・戦略」とともに、「人材・教

育・訓練」を自社の強みとする企業が多くなってきている。このため、市に期待する

支援策として「従業者のキャリア・スキルアップ」、「後継者の育成・確保」をあげ

ており、特に 10 名以下の小規模企業では後継者問題や従業者が多様な業務を行える

ようになるためのスキル向上が課題となっている。 

加えて、中小企業は、経営者の成長が事業に大きな影響を与えるため、経営者の人

材育成への支援が大きな課題であることが指摘されており、事業承継とともに経営

者・従業者の両方の人材育成の支援が必要となってきている。 

また、人材育成における課題では、「研修対象者の研修時間が確保できない」や「社

内・社外研修費用を出す余裕がない」ことを課題とする企業が多く、人材育成に取り

組む企業に必要な費用等の支援も必要となってきている。 

⑤ 高齢者の就労促進 

松山市の男女別年齢別の就業率をみると、男女ともに上昇傾向にあるが、特に女性

は 50 歳代、60 歳代の就業率が上昇傾向にある。労働力人口の減少を補い、地域経済

の活力を維持するためにも、60 歳を超えても働き続けられる社会づくりが求められ

る中で、今後、高齢者の技能や技術などの人的資産の活用及び就業開拓による高齢者

の雇用・就労支援が必要となる。 

⑥ 女性の就労促進 

松山市では女性の就業者のうち、特に有配偶女性の就業率が四国4市（県庁所在市）

で最も低くなっており、有配偶女性の離職からの復職、求職者・潜在的求職者の再就

職に向けた支援が必要である。 

⑦ 販路の開拓 

松山市中小企業からは、販路開拓について、「総合的な相談窓口の設置」や「IT 活

用に対する経費助成」「商談会などのマッチングイベントの開催」といった支援が松

山市に期待されている。また、「市内の中小企業との取引の拡大」や「複数の市内中

小企業が共同した他分野への進出」を希望する意見もみられる。その一方で、技術力

や製品に優れ他地域の企業と連携している企業であっても、情報発信が不十分なため

に、市内の中小企業にあまり知られておらず、十分に連携ができていないと言った問

題点もあり、販路拡大に向けた市内の中小企業による交流の場づくりなどの支援も必

要と考えられる。 

さらに、国・県、関係機関により様々な商談会が実施されている一方で、プレゼン

でのアピール方法や終了後のフォローのノウハウがなく、十分な成果が得られていな

いことも考えられ、展示会・商談会等の販路開拓の機会を有効に活用するためには、

出展企業に対する出展前と出展後の両方の支援が求められる。 
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また、近年、国内市場が伸び悩む中で、アジアを中心とする海外市場が大きく拡大

しており、海外市場への展開によって販路拡大を目指す企業への支援も重要となって

きている。 

⑧ 付加価値の高い商品・サービスづくり 

増収増益の事業所が内部要因としている事項をみると、「経営理念に基づく戦略の

実行」、「従業員教育」とともに、「新たな価値の提供」を要因として挙げる企業が

多い。また、市内中小企業の中には、「実績を背景とする信用力」や「地域との密着

度」「製品・サービスの品質」を強みとしている企業が多い。 

このため、市内中小企業がもつ強みをさらに高めていくためには、こうした付加価

値の高い商品づくりに継続して取り組んでいくことが求められており、競争力のある

商品・サービスの開発に対する支援が必要となってきている。 

これらの 8 つの松山市の中小企業を取り巻く現状・課題を踏まえたうえで、中小企業の

振興は、「第 6 次松山市総合計画」及び「松山市 まち・ひと・しごと創生総合戦略（以

下「総合戦略」という。）に位置付けられた関連施策とも整合性を保ちながら取組を進め

ていく予定である。 

なお、この計画での中小企業の振興に関する施策の範囲は、中小企業の振興を目的に、

市内の中小企業や中小企業関係団体を施策の直接の対象とする取組であり、結果として中

小企業の振興に繋がるもの（例：観光振興、農業振興など）は、既存の各種推進施策等と

の関連性を保ちながら推進していくことになっている。 

一部有識者等による「松山市中小企業振興計画策定ワーキング会」（以下、「ワーキン

グ会」という。）（2014 年 11 月～2015 年 2 月開催）からの意見等を参考に、松山市の中

小企業を取り巻く現状・課題を整理し、それらの課題に対応する施策の考え方が以下のよ

うに示されている。 

 

(2)  農林水産業関係 

先の「松山市の地域経済及び地域産業の現状について」でも述べたように、松山市

は、温暖な気候に恵まれ、果樹、水稲、野菜、花きなどの多様な農林漁業経営が営ま

れ、多くの農林水産物が生産されてはいるが、生産地では生産者の高齢化に伴う担い手

不足や耕作放棄地の拡大、漁場の環境変化や原油価格の上昇などを受けた経費の増加、

生産物の価格の不安定さなどの多くの課題に直面している。 

また、農林水産物の生産と消費を結ぶ流通についても、冷凍冷蔵技術の発達、交通イ

ンフラの整備、情報技術の発達、輸出入規制緩和などにより、食品が一般家庭の食卓に

並ぶ経路・経緯が多様化しているため、食品の安全性を確保することが、以前に比べて

複雑で難しい問題となってきている。 
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さらに、近年では、TPP（環太平洋パートナーシップ協定）など、農業を取り巻く環境

が大きく変化してきている一方で、産地偽装の問題や食中毒の発生など、消費者の食の

安全を求める声が高まってきており、その意味において市民の農林水産業への関心は高

まってきていると思われる。 

国の食料・農業・農村基本計画(平成17年３月閣議決定)を受け、松山市では消費者の

ニーズを捉えた生産への支援や地元産の農林水産物の流通拡大などを目的として、平成

22年３月に「松山市地産地消推進計画」（以下、「推進計画」という。）を策定し、地

産地消を推進してきたが、平成27年３月で計画期間が終了した。また、国では、「地域

資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に

関する法律」(以下、「六次産業化・地産地消法」という。)を施行し、六次産業化と地

産地消を総合的に推進することが明記され、自治体での地産地消促進計画の策定が、努

力義務とされてきた。 

松山市ではこれらの背景を踏まえて、平成28年３月に「松山市地産地消促進計画」

（以下、「促進計画」という。）を策定した。この促進計画に基づき、生産者と消費者

の結びつきの強化や、地域の農林漁業及び関連事業の振興による地域の活性化、環境へ

の負荷の低減への寄与、消費者の豊かな食生活の実現などに向けて現在取り組んでいる

ところである。 

松山市は、愛媛県の県都として、様々な機能をあわせ持った中核都市であるだけでな

く、小売業・飲食業・宿泊業や観光産業などの多くの事業所が集まる、経済の中心都市

でもある。その一方で、温暖な気候に恵まれ、果樹・水稲・野菜・花きなどの多様な農

林漁業経営が営まれ、安全・安心な多くの農林水産物が生産されている。また、松山市

には、愛媛県の人口の約37％にあたる約52万人が生活しており、観光やビジネスで来訪

される方とあわせて、広く市内外の食材が提供され、消費されている。 

松山市の総農家数は、平成12年の9,144戸から平成22年の7,082戸と10年間で約23％も

減少している。自給農家がほほ横ばいで推移している事を考えると、販売農家が大きく

減少しているということになる。次に、漁業の就業者数は、平成15年の1,395人から、平

成25年の805人と10年間で約42％と総農家数以上に大きく減少している。なお、販売農家

の就業人口に占める65歳以上の割合は、平成17年の約56％から、平成22年の約62％へと

増加しており、農業人口の高齢化が進んでいることが窺える。また、経営耕地面積は、

平成17年の5,386haから、平成22年の4,517haとわずか５年の間に約16％減少している。

今後も、高齢化などにより、農業者や漁業者の減少が予測されることから、新たな担い

手の確保と耕地等の経営資源の集積などが課題になっている。 

地産地消については、認知度や関心度は高いものの、取組みを実践していない消費者

や生産者が多いという結果が出ており、多くの課題が浮き彫りになっている。特に、消

費者に対しては、産地名や品種名、生産者の名前や食材の調理方法などの情報を積極的

に提供し、レシピや商品開発により、農林水産物そのものの魅力を発信するなど、消費
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者が地産地消を実践しやすい環境づくりをどのように行うかが課題となっている。 

また、グリーン・ツーリズム（農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽

しむ滞在型の余暇活動。滞在期間は、日帰りの場合から、長期的又は定期的・反復的な

場合まで様々である。）については、生産者・消費者ともに認知度が低く、市内・市外

ともに８割の消費者が活動に参加した経験がない状況である。また、生産者も８割以上

が農作業などの体験メニューを行っていない状況であり、今後も積極的に取り組んでみ

たい活動は特にないと答えており、現状では認知度も低く特に興味も持たれていない。

農作業などの体験を通して食の大切さや生産者の思いを感じることが、地産地消や就農

へと繋がると考えられるため、グリーン・ツーリズムの認知度の向上と活動への意識啓

発、情報の提供をどのように行うかが今後の課題となっていると思われる。 

消費者の中には、地産地消のメリットとして、「輸送距離が短くなり、環境負荷の軽

減につながる」との考えもあり、地産地消によるフードマイレージ（食品を輸送する際

に飛行機や自動車、船などが排出するCO²のこと。日本は食料自給率が低いために、この

値が諸外国に比べて極端に高く、食料品の輸入で環境に大きな負荷をかけている。近場

で生産される農産物を消費する「地産地消」は、フードマイレージを減らすことにもつ

ながる。）の先進事例などの調査・研究にも今後積極的に取り組む必要があると考えら

れる。 
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(3)  市場関係 

全国的な卸売市場経由率の低下や取扱数量の減少等の中で、平成 22 年には「第 9 次卸

売市場整備基本方針」が定められ、「中央拠点市場」の創設など今日的な情勢を踏まえた

卸売市場の再編が方向づけられるなど、市場の施設や運営のあり方が示されている。また、

卸売市場施策を総合的に推進することにより、各卸売市場が生鮮食料品等流通の基幹的イ

ンフラとしての機能・役割を今後ともいかんなく発揮するとともに、各卸売市場が経営戦

略的な視点を持って、産地や実需者との共存・共栄の下、健全に発展していくよう、その

機能・役割の更なる強化・高度化を支援するために、平成 28 年 1 月 14 日に平成 32 年度

を目標とした第 10 次の「卸売市場整備基本方針」を策定した。この基本方針の冒頭で「卸

売市場の整備及び運営に関する基本的事項」として、以下のように記されている。 

１ 基本的な考え方  

卸売市場については、我が国の生鮮食料品等の流通における基幹的インフラとして、生

鮮食料品等の円滑かつ安定的な流通を確保する観点から、これまで中央・地方を通ずる流

通網の整備が図られ、全国的な配置が進展したところである。 

こうした中で、卸売市場をめぐっては、少子高齢化に伴う人口減少の進展等による食料

消費の量的変化、社会構造の変化に伴う消費者ニーズの多様化、農林水産物の国内生産・

流通構造の変化、生鮮食料品等流通の国際化、東日本大震災の経験を踏まえた災害時対応

機能の強化等の社会的要請の高まりなど大きな変化が見られる。 

さらに、輸出も見据えた取扱物品の品質管理の高度化、産地や実需者との連携強化に向

けた積極的な情報の受発信、加工処理等の付加機能の充実など、生産者や実需者が卸売市

場に期待する機能・役割は一層多様化している。 

一方で、卸売市場においては、卸売市場経由率の低下や取扱金額の減少等の状況にある

ことから、卸売業者や仲卸業者の経営や開設者の財政は非常に厳しい状況にある。 

このように、卸売市場を取り巻く情勢は大きく変化し、かつ、その厳しさが増している

ものの、卸売市場は、引き続き、国民へ安定的に生鮮食料品等を供給する使命を果たすと

ともに、今後、それぞれの多様性を踏まえた経営戦略的な視点を持って、生鮮食料品等の

流通における中核として健全に発展し、産地との連携及び消費者や実需者の川下ニーズへ

の対応の強化を図り、その期待に応えていくことが必要である。特に、取扱物品の付加価

値向上等の観点からも、各卸売市場において、低温（定温）管理や多温度帯管理等を通じ

たコールドチェーンの確立を含め、生産者・実需者から求められる品質管理が徹底された

物流システムを構築することが急務である。 

以上を踏まえ、今後の卸売市場については、生産者・実需者との共存・共栄を図るとい

う視点の下、卸売市場の有する目利き、コーディネート力等を一層発揮し、川上・川下を

つなぐ架け橋として、その求められる機能・役割を強化・高度化していくこととし、 

① 卸売市場における経営戦略の確立 

② 立地・機能に応じた市場間における役割分担と連携強化 

③ 産地との連携強化と消費者、実需者等の多様化するニーズへの的確な対応 

④ 卸売市場の活性化に向けた国産農林水産物の流通・販売に関する新たな取組 
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の推進 

⑤ 公正かつ効率的な売買取引の確保 

⑥ 卸売業者及び仲卸業者の経営体質の強化 

⑦ 卸売市場に対する社会的要請への適切な対応 

を基本に、その整備及び運営を行うものとする。 

  

２ 卸売市場における経営戦略の確立 

卸売市場を一つの経営体として捉え、将来を見据えた卸売市場全体の経営戦略的な視点

から、当該卸売市場の将来方向とそのために必要な戦略的で創意工夫ある取組を検討し、

迅速な意思決定の下で実行に移す体制を構築する。 

具体的には、各卸売市場においては、開設者及び市場関係業者が一体となって、当該卸

売市場が置かれている状況について客観的な評価を行った上で、それぞれの卸売市場のあ

り方・位置付け・役割、機能強化等の方向、将来の需要・供給予測を踏まえた市場施設の

整備の考え方、コスト管理も含めた市場運営の方針等を明確にした経営展望（以下単に「経

営展望」という。）の策定等により、卸売市場としての経営戦略を確立する。 

経営展望を策定する場合は、各卸売市場の立地条件や強み・弱み等を踏まえ、目指すべ

き卸売市場としてのビジネスモデルの方向等を基本戦略として定めるとともに、開設者・

市場関係業者それぞれが今後取り組むべき具体的な内容を行動計画として定め、明確にす

る。その際のビジネスモデルの方向については、地域内における生鮮食料品等の安定的な

供給を基本としつつ、 

① 大規模な集荷・分荷機能の発揮 

② 産地との連携による魅力ある生産物の集荷・販売 

③ 加工・業務用ニーズに対応した機能強化と商品開発 

④ 輸出等を通じた新たな需要開拓 

⑤ ①から④までの複合型 

等、当該卸売市場が置かれている状況等を十分に分析し、多様な市場関係者が一丸となり、

市場全体としての最適を図るという観点を市場関係者間で共有した上で定めるものとす

る。 

特に、中央卸売市場については、生鮮食料品等の円滑な流通の確保に向けて中核的拠点

としての役割を果たすことが期待されることから、早期に経営展望を策定するとともに、

開設者は、施設の整備と維持管理、市場関係業者への指導監督にとどまらず、市場関係業

者と一体となった市場運営に対する取組を行う。 

また、経営展望で定めた基本戦略及び行動計画については、これを可能な範囲で生産者、

実需者等へ開示するとともに、開設者や市場関係業者がそれぞれの立場で、あるいは相互

に連携・協力しながら、着実に遂行し、あわせて、経営展望の実効性を高め、卸売市場を

取り巻く情勢変化に的確に対応する観点から、行動計画の遂行状況について定期的にレビ

ューを行い、必要に応じて経営展望の見直しに取り組むものとする。 

なお、公設の卸売市場の運営に当たっては、経営の視点を導入した上で、卸売市場全体

としての意思決定を的確に行うとともに、市場経営の体制をより機動的かつ効率的なもの
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とすることに十分留意する。その際、独立性が高く、経営責任の明確化や自主性の拡充等

が期待できる地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）に基づく事業管理者の活用や、

公設地方卸売市場における開設者の第３セクター化も視野に入れて対応する。 

 

5.   松山市の産業経済部の予算 

(1)  平成 29 年度予算編成方針 

平成 29 年度の本市予算編成に当たっては、ゼロベースで事業の総点検に注力するなど

持続可能な財政運営を堅持しつつ、様々な「節目」の事業や人口減少にオール松山で臨む

「まつやま創生未来プロジェクト」、防災・減災強化、そして３つの柱から成る 30「幸約」

の具現化を着実に進める。 

まず、「健幸、健やかで幸せ」では、保育定員拡大、児童クラブ増設、エアコン整備な

ど子育て・教育環境の充実、介護地域支援事業の充実、365 日 24 時間の救急医療体制の堅

持、耐震化や地域防災力の強化、節水型都市づくりなどを推進する。また、「 賑幸、賑わ

いで幸せ」では、えひめ国体や子規・漱石生誕 150 年記念事業をはじめ、中小企業の支援、

瀬戸内・松山構想の展開、松山外環状道路やＪＲ松山駅周辺の整備、アート事業など道後

の活性化、農業振興などに取り組む。さらに、「幸共、幸せを共に」では、タウンミーテ

ィングでの直接対話や地域のまちづくり団体への支援、愛媛県、県内市町との連携強化な

ど、それぞれの分野での施策の遂行に配意した予算編成とした。 
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(2)  平成 29 年度各会計別予算総括表 
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(3)  平成 29 年度一般会計当初予算総括表（目的別） 

 
  

（単位：千円）

増減額 対前年度増減率

当初予算額　（A)
構成比

％
当初予算額　（B)

構成比
％

（A)-(B)　（C)
（C)/(B)

％

847,586 0.47 845,466 0.47 2,120 0.25

13,445,767 7.46 14,545,950 8.04 △ 1,100,183 △ 7.56

89,186,369 49.49 90,517,885 50.01 △ 1,331,516 △ 1.47

16,734,005 9.29 15,835,686 8.75 898,319 5.67

272,464 0.15 272,294 0.15 170 0.06

1,899,688 1.05 2,420,036 1.34 △ 520,348 △ 21.50

4,609,782 2.56 4,617,933 2.55 △ 8,151 △ 0.18

17,626,327 9.78 16,667,896 9.21 958,431 5.75

4,613,045 2.56 5,265,421 2.91 △ 652,376 △ 12.39

14,144,664 7.85 13,459,302 7.44 685,362 5.09

0 0.00 40,900 0.02 △ 40,900 -

16,720,303 9.28 16,411,231 9.07 309,072 1.88

100,000 0.06 100,000 0.06 0 0.00

180,200,000 100.00 181,000,000 100.00 △ 800,000 0.44

区　分
平成29年度 平成28年度

１　議　会　費

２　総　務　費

歳　出　合　計

３　民　生　費

４　衛　生　費

５　労　働　費

６　農林水産費

７　商　工　費

８　土　木　費

９　消　防　費

１０　教　育　費

１１　災害復旧費

１２　公　債　費

１３　予　備　費
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(4)  平成 29 年度産業経済部（観光・国際交流課、競輪事務所、道後温泉事務所を除く）

決算額 

 

 
 

（単位：千円）

事業名称 所属名 決算額 内、国・県負担額 調査実施の有無 掲載ページ

シルバー人材センター運営補助事業 地域経済課 141,100 0 有 88

女性活躍・若年者雇用等支援事業 地域経済課 56,058 0 有 115

松山市民しごと創造ワンストップ支援事業 地域経済課 51,958 25,000 有 119

労政事務事業 地域経済課 6,820 0 有 103

松山地域労働者福祉協議会運営補助金事業 地域経済課 2,280 0

労働福祉団体貸付金事業 地域経済課 265,000 0 有 121

松山市勤労者福祉サービスセンター管理運営事業 地域経済課 3,557 0 有 98

松山市勤労者福祉サービスセンター共済事業 地域経済課 62,468 0 有 98

産業立地セールス事業 地域経済課 4,292 0 有 124

松山市企業立地促進奨励金事業 地域経済課 165,523 0 有 156

商店街等活性化事業 地域経済課 10,633 900 有 125

松山市まちなか子育て・市民交流事業 地域経済課 36,564 0 有 128

松山市商業振興対策事業 地域経済課 10,983 0 有 130

テレワーク・クリエイティブビジネス等推進事業 地域経済課 32,142 0 有 143

プロテイン・アイランド・松山開催事業 地域経済課 2,000 0

中小企業振興円卓会議運営事業 地域経済課 4,976 0 有 138

商工会議所等支援事業 地域経済課 15,850 0 有 135

中小企業資金貸付事業 地域経済課 1,986,991 0 有 153

松山市人材育成事業補助金事業 地域経済課 9,450 0 有 155

各種経済団体支援事業 地域経済課 2,537 0

商工会議所青年部大会補助金 地域経済課 1,000 0

松山圏域中小企業商談力向上支援事業 地域経済課 8,662 0 有 132

まつやま産業まつり事業 地域経済課 15,213 0 有 131

道の駅運営事業 地域経済課 7,716 0 有 107

観光開発等産業活性化基金積立事業 地域経済課 10,933 0
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（単位：千円）

事業名称 所属名 決算額 内、国・県負担額 調査実施の有無 掲載ページ

農業振興団体等負担金事業 農林水産課 515 0

農業関係資金利子補給事業 農林水産課 528 54

愛媛県農業共済組合運営費補助金 農林水産課 600 0

経営所得安定対策等推進事業 農林水産課 4,340 4,340 有 159

次世代につなぐ果樹産地づくり推進事業 農林水産課 18,252 12,169 有 163

環境保全型農業直接支援対策事業 農林水産課 1,897 1,411

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 農林水産課 52,509 20,127 有 159

次代につながる果樹産地生産力向上支援事業 農林水産課 51,169 0 有 161

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 農林水産課 1,003 0

魅力ある「まつやま農業」創出事業 農林水産課 37,301 6,751 有 164

認定農業者経営改善支援事業 農林水産課 3,538 2,359

農業指導センター運営管理事業 農林水産課 17,704 0 有 167

研究指導事業 農林水産課 4,448 0 有 170

畜産振興団体負担金 農林水産課 219 0

松山市養鶏振興協議会活動補助金 農林水産課 150 0

漁業近代化資金利子補助金 農林水産課 136 0

農業経営対策推進事業 農林水産課 3,070 0 有 172

中山間地域等直接支払推進事業 農林水産課 129,431 94,919 有 174

農業後継者育成対策関係事業 農林水産課 678 0

農機具保管施設等管理事業 農林水産課 2,071 0

生産調整対策事業 農林水産課 34 34

農振整備計画管理事業 農林水産課 51 0

農林漁業就業促進事業 農林水産課 390 195

松山市認定農業者協議会活動補助金 農林水産課 1,200 0

農業施設等維持管理事業 農林水産課 16,441 0 有 175

水田農業担い手支援事業 農林水産課 3,159 0

新規就農者定着支援事業 農林水産課 74,794 74,794 有 178

農地集積・集約化対策事業 農林水産課 5,909 5,909 有 179

多様な担い手育成支援事業 農林水産課 1,131 0

次世代農業者サポート事業 農林水産課 28,959 21,563 有 183

市営市民農園管理事業 農林水産課 239 0

松山市農村生活研究グループ連絡協議会活動補助金 農林水産課 460 0

生産者と消費者の絆づくり事業 農林水産課 3,650 0 有 180

タコ産卵増殖事業 農林水産課 1,778 0

栽培漁業推進事業 農林水産課 7,302 0 有 184

市単独漁場造成事業 農林水産課 5,567 0

漁船船主責任保険利用推進事業補助金 農林水産課 2,647 0

漁業振興団体負担金事業 農林水産課 404 0

松山市漁業連合協議会補助金 農林水産課 750 0

水産資源保護育成事業補助金 農林水産課 516 0

水産基盤整備事業（魚礁施設） 農林水産課 60,280 42,546 有 185

離島漁業再生支援交付金事業 農林水産課 23,444 17,390 有 187

松くい虫防除対策事業 農林水産課 3,282 0

林業振興団体負担金事業 農林水産課 1,104 0

林業経営体指導事業 農林水産課 630 0

高縄山総合作業施設管理事業 農林水産課 768 0

流域森林総合整備事業 農林水産課 13,250 0 有 191

市有林保育・管理事業 農林水産課 4,346 0

新たな水源かん養林事業 農林水産課 58,315 0 有 187

水源林総合整備事業 農林水産課 12,816 0 有 188

緑のダム整備促進事業 農林水産課 10,466 6,089 有 189

産地パワーアップ事業 農林水産課 3,442 3,442

園芸新品種生産拡大支援事業 農林水産課 646 451

畜産担い手応援事業 農林水産課 1,308 872
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（単位：千円）

事業名称 所属名 決算額 内、国・県負担額 調査実施の有無 掲載ページ

青果部市場維持管理事業 市場管理課 158,911 0 有 192

青果部市場施設整備事業 市場管理課 46,855 0 有 192

青果部業務運営事業 市場管理課 7,180 0 有 192

花き部市場維持管理事業 市場管理課 15,021 0 有 192

花き部市場施設整備事業 市場管理課 6,846 0 有 192

花き部業務運営事業 市場管理課 108 0

松山市中央市場運営協議会負担金 市場管理課 840 0

中央卸売市場冷蔵庫棟改修事業 市場管理課 204,849 0 有 192

市場市況システム及び情報表示システム更新事業 市場管理課 15,556 0 有 192

水産物部市場維持管理事業 市場管理課 114,608 0 有 201

水産物部市場施設整備事業 市場管理課 42,683 0 有 203

水産物部業務運営事業 市場管理課 58,523 0 有 206

松山市水産市場運営協議会負担金 市場管理課 8,900 0 有 208

（単位：千円）

事業名称 所属名 決算額 内、国・県負担額 調査実施の有無 掲載ページ

愛媛県土地改良事業団体連合会負担金事業 農林土木課 103 0

農道台帳管理負担金事業 農林土木課 324 0

道後平野土地改良区農業用水調整配分の配水特別管理費負担金事業 農林土木課 12,990 0 有 236

道後平野土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業 農林土木課 18,734 0 有 232

石手川北部土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業 農林土木課 11,366 0 有 234

北条畑総かんがい排水施設維持管理費補助金事業 農林土木課 3,835 0 有 234

国営造成施設管理体制整備促進事業 農林土木課 5,660 4,245 有 235

松山市土地改良事業協議会運営補助金事業 農林土木課 2,500 0

農業土木関係施設等管理事業 農林土木課 4,274 0 有 236

農村地域多面的機能維持推進事業 農林土木課 47,253 34,884 有 230

土地改良事業（補助事業）に対する特別賦課金事業 農林土木課 1,229 0

一般土地改良事業 農林土木課 641,546 0 有 223

ため池等整備事業（大入道池地区） 農林土木課 31,716 29,610 有 230

ため池等整備事業（伊台浦池地区） 農林土木課 38,091 40,222 有 230

ため池等整備事業（民部池地区） 農林土木課 20,092 12,684 有 230

ため池浸水想定区域図作成事業 農林土木課 29,259 27,200 有 231

ため池等整備事業（寺池地区） 農林土木課 16,315 11,200 有 230

県費補助土地改良事業（府中地区） 農林土木課 21,318 9,750 有 228

県費補助土地改良事業（由良地区） 農林土木課 7,814 3,500 有 228

農林土木災害復旧事業 農林土木課 49,702 5,724 有 238

県営事業地元負担金事業 農林土木課 113,214 0 有 229

県森林土木協会負担金事業 農林土木課 599 0

林道整備事業 農林土木課 42,709 13,500 有 237

林道整備事業（農山漁村地域整備交付金） 農林土木課 32,759 15,730 有 237

林道災害復旧事業 農林土木課 2,500 0
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6.   平成 29 年度松山市産業経済部の組織と職務分掌概要 

(1)  組織図 

 

松山城二之丸史跡庭園

産業経済部 【瀬戸内･松山観光戦略推進官】

地域経済課

【中小企業応援・雇用担当課長】

まちなか子育て・市民交流センター

道の駅 風早の郷 風和里

観光・国際交流課

【国際交流担当課長】

松山城天守閣

松山城山索道

【農林水産担当部長】

北条鹿島博物展示館

鹿島公園渡船施設

姫ケ浜荘

競輪事務所

中央公園多目的競技場

【道後温泉活性化担当部長】

道後温泉事務所

【道後温泉活性化担当課長】

道後温泉本館（霊の湯・神の湯・又新殿）

椿の湯・いこいの家

駐車場(2)

海　の　駅（7）

農林水産課

【鳥獣対策・農地保全担当課長】

農業指導センター

難波地域活性化センター

粟井農村環境改善センター

庄農家高齢者創作館

宇和間農林漁業体験実習館

長師農村開発研修集会センター

地域・集落総合施設（3）

津和地多目的集会施設

畑里高齢者健康増進実習館

水産市場

睦月地区多目的広場

農村公園（3）

農林土木課

【市場長】

市場管理課

中央市場
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(2)  職務分掌 

「松山市事務分掌規則」によれば、 

（事務分掌） 

第２条 課等の分掌事務は、おおむね次のとおりとする。 

(55) 地域経済課 

ア 商工業の振興に関すること。 

イ 雇用対策に関すること。 

ウ 新産業創出に関すること。 

エ 松山市アイ・ティービジネスモデル地区構想推進事業に関すること。 

オ 企業立地促進に関すること。 

カ 商店街振興組合に関すること。 

キ 大規模小売店舗立地に関すること。 

ク 工場立地に関すること。 

ケ 工業再配置促進に関すること。 

コ 中小企業の経営革新及び創業の促進に関すること。 

サ 中小企業の経営支援に関すること。 

シ 中小企業の金融に関すること。 

ス 中小企業信用保険に関すること。 

セ 信用保証協会に関すること。 

ソ 貿易の振興に関すること。 

タ 国際経済交流に関すること。 

チ エフ・エー・ゼット事業に関すること。 

ツ ポート振興事業に関すること。 

テ 博覧会及び見本市に関すること。 

ト 発明及び特許に関すること。 

ナ 電力，ガスその他のエネルギーに関すること。 

ニ 通信に関すること。 

ヌ 労政に関すること。 

ネ 松山市勤労者福祉サービスセンター事業運営審議会に関すること。 

ノ 道の駅に関すること。 

ハ 中小小売商業振興に関すること。 

ヒ まつやま産業まつりに関すること。 

フ まちなか子育て・市民交流センターに関すること。 

（中略） 

 (57) 農林水産課 

ア 農林水産業の振興に関すること。 

イ 農林水産業経営の改善に関すること。 

ウ 農林水産業団体に関すること。 
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エ 農林水産業後継者の育成に関すること。 

オ 農林水産業制度資金に関すること。 

カ 農業振興地域の整備に関すること。 

キ 主要食糧の需給及び価格の安定に関すること。 

ク 農作物の病害虫防除に関すること。 

ケ 農住組合の認可及び指導監督等に関すること。 

コ 農村公園に関すること。 

サ 市有林の保育管理に関すること。 

シ 民有林の整備促進に関すること。 

ス 山村振興事業に関すること。 

セ 鳥獣に関すること。 

ソ 保安林に関すること。 

タ 山林立木の伐採及び火入に関すること。 

チ 農業指導センターに関すること。 

ツ 水産業施設の計画、設計及び監督に関すること。 

テ 漁業生産基盤の整備開発に係る計画に関すること。 

ト 漁業調整に関すること。 

ナ 漁業権事務に関すること。 

ニ 海の駅に関すること。 

(58) 農林土木課 

ア 土地改良事業等の推進及び計画指導に関すること。 

イ 土地改良事業等の計画、設計及び監督に関すること。 

ウ 土地改良区等に関すること。 

エ 農業水利に関すること。 

オ 農地の保全及び換地計画に関すること。 

カ 海岸砂地地帯農業振興に関すること。 

キ 急傾斜地帯農業振興に関すること。 

ク 農林漁業に係る急傾斜地、土石流及び地すべりに関すること。 

ケ 農林業施設の計画、設計及び監督に関すること。 

(59) 市場管理課 

ア 卸売市場業務に関すること。 

イ 松山市中央卸売市場運営協議会に関すること。 

ウ 市場取引委員会に関すること。 

となっている。 
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7．  産業経済部（観光・国際交流課、競輪事務所、道後温泉事務所を除く）関連施設の

概要 

(1)  まちなか子育て・市民交流センター（てくるん） 

（施設概要） 

松山市まちなか子育て・市民交流センターは中央商店街内の空き店舗を利用した保育室

と多目的スペース、多目的トイレ等を備えた施設で、平成 24 年 3 月 24 日に開設した。施

設の愛称は「てくるん」で、施設開設前に市民の方から愛称を公募し、213 件の公募の中

から決定している。「てくてく歩いてるんるん気分」という意味で、気軽に商店街を訪れ

てほしいという願いが込められているもの。 

―主な事業内容について 

①保育、②託児、③多目的交流スペ－スを活用した市民交流及び情報発信事業 

―開館時間について 

午前 10 時 00 分～午後 8 時 00 分 

（休館日は 1 月 1 日のみ、12 月 29～31 日は午前 10 時 00～午後 6 時 00 分） 

―利用手続について（託児事業、多目的交流スペ－ス） 

①託児事業：できる限り５日前までに予約 

②多目的交流スペ－ス（貸出し最大面積：約 77 ㎡）：原則、来場受付 

利用日の６ヶ月前から２日前までに予約 

―利用料金について 

①託児：400 円（最初の１時間まで）、 

 以後 30 分までごと 200 円（最長３時間までお預かり） 

①多目的交流スペース：10 円（１時間までごと、1 ㎡当たり） 

―その他の機能について 

 ①キッズスペースや授乳スペースの設置（無料） 

 ②ベビーカー、車椅子、買い物カートの貸し出し（無料） 

 ③女性用フィッティング・パウダールームの設置（無料） 

 ④コインロッカーの設置（有料） 

 ⑤AED の設置 

※利用者からの要望により、ベビーカー預かりを平成 24 年 11 月に開始。 

平成 28 年 5 月より銀天街休憩所きらりんと連携しベビーカー等の相互貸し出しを開始。 

 

（設置の経緯） 

 当時、市長の公約として掲げられていた待機児童の解消及び商店街の活性化に対する取

組として行われたものである。今もなお、重点取組事業として掲げられている。 

開設当初 松山市直営管理 

平成 25 年度～ 指定管理者制度へ移行 

平成 29 年度～ 第２期指定管理期間開始 

指定管理者：まちづくりコンソーシアム 

        （代表者：㈱まちづくり松山、構成団体：（一社）お城下松山） 
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てくるん外観写真 

 

 

(2)  道の駅 風早の郷 風和里 

（施設概要） 

「風早の郷風和里」は山と海に囲まれた自然豊かな場所にある道の駅である。朝採れ新

鮮野菜だけでなく、魚介類、手作りの惣菜や漬物など、バラエティに富んだ地元産品を購

入することができる。また、地元食材を使用したレストランだけでなくアイスクリームや、

じゃこてんなどの軽食が食べられるコーナーも設置している。 

目の前にある長浜海岸（風和里前海岸）は、夏になると海水浴に訪れる人で賑わってお

り、展望台から見える美しい夕日は、道の駅風和里の自慢の 1 つである。 

 

 

（歴 史） 

駐車場・トイレ等の休息施設、道路の通行規制や渋滞情報並びに地域の役立つ情報を提

供する道路・地域情報提供施設、地域の新鮮な食材を活かした食事を提供など、地域の特

産物の販売さらに道の駅を介して地域の活力ある地域づくりを目指し連携を行う、地域振

興施設の３つの機能を併せ持った、道路交通施設として、旧北条市が国土交通省と共同で

整備した。 
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（設置の経緯） 

平成 10 年 4 月 1 日  事業開始（基本設計など） 

平成 14 年 8 月 30 日 道の駅登録 

平成 15 年 3 月 22 日 供用開始 

※愛媛県下で 20 番目の供用開始、四国では 65 番目 

平成 18 年 4 月 1 日  指定管理制度導入 

  

（役 割） 

①道路利用者のための「休憩機能」 

駐車場・トイレ等の休息施設 

例）24 時間利用可能な駐車場・トイレ・公衆電話 

②道路利用者や地域の方々のための「情報発信機能」 

道路の通行規制や渋滞情報並びに地域の役立つ情報を提供する道路・地域情報提供施設 

例）無線 LAN、情報コーナー（タッチパネル） 

③活力ある地域づくりを共に行うための「地域の連携機能」 

地域の特産物の販売さらに道の駅を介して地域の活力ある地域づくりを目指し連携を

行う、地域振興施設 

例）農産物・海産物販売、加工品販売、特産品販売、納涼まつり 

 

(3)  農業指導センター 

（設置の経緯） 

昭和 31 年 7 月に「松山市研究指導農場」が松山市針田町に建設され、昭和 44 年度まで

は、水稲の育種や栽培指導を中心に果樹（温州みかん、伊予柑）、畜産（乳牛、豚、ニワ

トリ）、野菜、花き、といった非常に広範な試験研究と普及指導により農家の期待に応え

てきましたが、時代の趨勢により昭和 45 年からはハウス施設を中心とした野菜、花き、

花木の研究指導に努めてきた。 

昭和 47 年には「つばき」が市花に制定されたこともあって、「つばき」を導入し母樹

園の育成と優良種苗の分譲等に努めながら一般市民を対象とした園芸相談にも応じてき

た。 

しかし、昭和 46 年に都市計画法の線引きにより、所在地が市街化区域に編入され、以

降、都市化が進み周辺が住宅地となり、その結果、①宅地造成に伴う排水不良及び地下水

位の上昇、②通風、日照の不充分、③ハウスの暖房機、換気扇の運転に伴う騒音、④農薬

散布に伴う薬剤の飛散等の問題が起きてきた。 

また、建物及び研究試験施設も老朽化が進み、敷地面積も 11,612 平方メートルと狭く、

周辺の宅地化のため敷地拡張は困難な状況であり、圃場も地下水位の上昇により試験研究

や実証展示の作物が限定されるなど、有効利用できない状態であった。 

当時、本市農業の主体をなしてきた米と温州みかんが過剰基調となり、国の政策的な背

景のもとに、水田利用再編対策や温州みかん園転換促進事業によって作物への転換が進め
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られていた。 

このような情勢のもと本市農家の所得の向上を図るためには、立地条件に適した作物の

選定、研究指導が非常に重要な課題とされ、また更に都市近郊農業の振興を図ることも重

要であったため、①新品種を含む栽培技術の実証展示圃、②普及指導、③土壌分析による

適正な土壌管理の指導、④病害虫の適期防除の指導、⑤優良種苗の分譲など、事業の拡充

が迫られ農業者及び農業団体からも強い要望と期待が寄せられていた。また一方では、一

般市民からも緑の相談窓口としての機能を望む声も強い状況であった。 

このようなことから、研究指導農場を農業振興地域へ移転し、試験研究の充実、園芸農

業の定着と併せて青年農業者連絡協議会や第一線農業者など、農村組織や人の教育・指導

面をも対象とした総合的な農業指導の拠点となるよう整備するため、昭和 58 年 10 月に基

本計画を樹立し、昭和 62 年 3 月 24 日、条例第 9 号「松山市農業指導センター条例」に基

づき、現在所在地の松山市北梅本町に農業指導センターを設置した。 

 

（役 割） 

（1）栽培指導 

農家が栽培する品目に応じた栽培指導を行い、安定した品質と収量を確保する。 

（2）農作物の研究 

優良品目・品種の選定と本市の気候・環境に合う栽培技術の確立に努め市内農家へ普及

する。 

（3）新規就農者の育成 

新規就農者を対象とした担い手農家育成研修や、新規就農者への現地栽培指導などを行

い農業の担い手の育成に努める。 

（4）農業経営の改善指導 

低コストな農業生産の指導、環境保全型農業に関する指導、有望品目の提案などを行い

農業経営の改善に努める。 

（5）優良品種の生産と分譲 

優良品目・品種の育苗を行い分譲することにより、農家の新品目（品種）導入に伴うリ

スクと負担を軽減させ、早期の産地化を実現する。 

（6）市民の農業への理解を深める 

市民農園の開設、野菜栽培講習会の開催、栽培相談への対応などを通じて、市民の農業

への理解を深める。 
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農業指導センター施設配置図 

   P：パイプハウス  G：ガラス室  A：アクリルハウス  S：新ハウス 

 

（施設の説明） 

a.②～⑧パイプハウス 

 昭和６２年設置。当時主流であった間口 5.4m 高さ 2.3m 奥行 14m の規格の低屋根ハウ

ス。 

b.⑨，⑩パイプハウス 

昭和６２年設置の水耕栽培用ハウス。平成４年に職員により高さ 3m に変更し、土耕栽

培で使用。 

c.⑪～⑫パイプハウス 

昭和 62 年に資材置き場として設置。現在は、⑫パイプハウスで野菜栽培試験を実施。 

d.新①パイプハウス 

平成 27 年に建て直し。間口 6.0m 高さ 2.7m 奥行 14m 現在広く普及しているタイプ。 

f.14 パイプハウス 

昭和 62 年設置の旧第 1パイプハウスの骨材を活用し、平成 27年に設置。有望柑橘の雨

よけ展示栽培。 
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＊パイプハウスは、暖房機が付いてないハウスもあり、栽培品目が限定される。 

g.１～３ガラス室 

昭和 62 年にウイルスフリー苗育成ハウスとして設置。網戸による害虫の進入防止と上

水道潅水でウイルスフリーが保てるように設計されている。 

h.4,5 ガラス室 

昭和 62 年にミスト室として設置。ライムやアボカドの挿し木、野菜接ぎ木苗の育苗専

用ハウス。 

i.6,7 ガラス室 

昭和 62 年にガラス室での花き試験栽培用ハウスとして設置。現在は、加温が必要なア

ボカドの穂木取用親株の育成を行っている。 

k.8 ガラス室 

昭和 62 年に鉢花展示ハウスとして設置。現在は、分譲用アボカド苗の育苗に使用。 

＊1～8ガラス室は 1台のボイラーで集中制御する温湯暖房。また、自動遮光装置、自動

天窓開閉があり、温度制御ができる。 

l.9,10 ガラス室 

平成３年に設置。当時最新の稼働式ベンチを取入れ、ハウス内の有効利用面積を最大に

している。網戸と作業室が着いた育苗専用ハウス。ユーカリ、ライム、アボカド、パセリ

等の育苗に使用。 

＊9,10 単独で重油ボイラーが設置されている。自動ミスト潅水装置、自動遮光装置、自

動天窓開閉があり、自動灌水・自動温度制御ができる。 

m.アクリルハウス 1,2 

昭和 62 年に椿展示ハウスとして設置。現在は分譲用柑橘有望苗の育苗のため使用。 

n.アクリルハウス 3,4 

平成５年に２連棟ハウスとして設置。果樹用ハウスとして利用、現在は、アボカド栽培

試験等を実施。 

＊3,4 単独で重油ボイラーが設置されている。自動天窓開閉があり、自動灌水・自動温

度制御ができる。 

o.新ハウス（ビニールハウス） 

  平成 21 年に国の強い農業づくり事業の補助金を活用して、中島地域の果樹苗育苗ハウ

スとして設置。 

補助事業期間平成 29 年まで。 

＊単独で重油ボイラーが設置されている。手動遮光装置・自動換気装置がある。 

p.管理棟 

延床面積 800.28 ㎡。昭和 62 年に 95,850 千円で建設された鉄筋コンクリート造の建

物。 

ｑ.倉庫 

延床面積 306 ㎡。管理棟と同じ昭和 62 年に 18,680 千円で建設された鉄骨造の建物。 
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(4)  難波地域活性化センター 

＜所在地＞中通甲 777 番地 3 

＜建築年度＞平成 14 年度 

＜設置目的＞農業経営及び農家生活の改善並びに地域住民の交流の活性化を図るため 

 
 

(5)  粟井農村環境改善センター 

＜所在地＞久保 88 番地 

＜建築年度＞昭和 61 年度 

＜設置目的＞農業経営及び農家生活の改善並びに地域の連帯感の醸成を図るため 
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(6)  庄農家高齢者創作館 

＜所在地＞庄甲 228 番地 1 

＜建築年度＞昭和 52 年度 

＜設置目的＞農家高齢者の相互交流を図るため 

 

 

(7)  宇和間農林漁業体験実習館 

＜所在地＞宇和間甲 920 番地 1 

＜建築年度＞平成元年 

＜設置目的＞地域活性化対策として都市住民と地域住民との交流を図るため 
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(8)  長師農村開発研修集会センター 

＜所在地＞長師 107 番地 5 

＜建築年度＞昭和 53 年度 

＜設置目的＞地域農業者の研修及び集会の場並びに地域コミュニティ施設となるため 

 

 

(9)  地域・集落総合施設 

◆神浦地域総合施設 

＜所在地＞神浦 753 番地 

＜建築年度＞昭和 57 年度 

＜設置目的＞地域農業者の研修及び集会の場並びに地域コミュニティ施設となるため 
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◆元怒和集落総合施設 

＜所在地＞元怒和甲 1809 番地 28 

＜建築年度＞昭和 57 年度 

＜設置目的＞地域農業者の研修及び集会の場並びに地域コミュニティ施設となるため 

 
 

◆熊田地域総合施設 

＜所在地＞熊田甲 713 番地 3 

＜建築年度＞昭和 59 年度 

＜設置目的＞地域農業者の研修及び集会の場並びに地域コミュニティ施設となるため 
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(10)  津和地多目的集会施設 

＜所在地＞津和地 420 番地の一部 

＜建築年度＞昭和 60 年度 

＜設置目的＞地域農漁業者の研修及び集会並びに各種団体の育成による地域の活性化を

図るため 

 

 

(11)  畑里高齢者健康増進実習館 

＜所在地＞畑里甲 813 番地 

＜建築年度＞平成 7年度 

＜設置目的＞高齢者の健康増進と生きがいを助長し、後継者の育成と定着を図るため 
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(12)  海の駅 

◆野忽那海の駅 シーサイドの里 

＜所在地＞野忽那甲 11番地 1 

＜建築年度＞平成 13 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 

 

◆上怒和海の駅 陶器の里 

＜所在地＞上怒和甲 1223 番地 

＜建築年度＞平成 13 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 
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◆津和地海の駅 茶屋の里 

＜所在地＞津和地 4836 番地 23 

＜建築年度＞平成 13 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 

 

◆二神海の駅 海の恵みの里 

＜所在地＞二神甲 640 番地 3 

＜建築年度＞平成 13 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 
 



 
 

61 
 

◆長師海の駅 中島味館鉄人の里 

＜所在地＞長師 1467 番地 1 

＜建築年度＞平成 15 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 
 

◆睦月海の駅 島四国の里 

＜所在地＞睦月甲 2194 番地 24 

＜建築年度＞平成 16 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 

 

  



 
 

62 
 

◆元怒和海の駅 レモンの里 

＜所在地＞元怒和 1809 番地 6 

＜建築年度＞平成 16 年度 

＜設置目的＞中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住

民との交流の促進及び地域活性化を図る拠点となるため 

 

 

(13)  睦月地区多目的広場 

◆睦月地区多目的広場 

＜所在地＞睦月甲 451 番地 

＜建築年度＞平成元年度 

＜設置目的＞各種社会体育行事、レクリエーション、イベント等の場として、又は市内外

の交流活動の場として活用するため 
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(14)  農村公園 

◆善応寺農村公園 

＜所在地＞善応寺甲 388 番地 

＜建築年度＞平成 4 年度 

＜設置目的＞農村在住者の健康増進及び憩いの場として、その利用に供するため 

 
 

◆長師農村公園 

＜所在地＞長師 106 番地 3 

＜建築年度＞平成 15 年度 

＜設置目的＞農村在住者の健康増進及び憩いの場として、その利用に供するため 
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◆大串農村公園 

＜所在地＞小浜甲 2059 番地 

＜建築年度＞平成 16 年度 

＜設置目的＞農村在住者の健康増進及び憩いの場として、その利用に供するため 

  


